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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、多彩なコンテンツ／サービス事業を展開しているスクウェア・エニックス・グループを統括する純粋持株会社であり、迅速、透明かつ健全な
経営体制のもと、株主・顧客・取引先・従業員・社会等当社が関わるすべてのステークホルダーの利益を尊重し、良好な関係性を維持することが、
当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値最大化の実現に必要不可欠なものと認識しております。そのため、当社は、コーポレート・ガバ
ナンスの充実・強化が重要な経営課題であると認識しており、グループとして継続的に取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの原則の全てを実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４：政策保有株式】

当社グループは、事業提携や取引関係の強化が見込める等、当社グループの中長期的な企業価値向上に資すると判断した場合、純投資目的以
外で上場株式を保有することがあります。これらの株式については、毎年、当社取締役会において、所期の目的の達成状況を確認し、保有の継続
可否を判断いたします。また、これらの株式に係る議決権は、保有目的達成の観点から行使いたします。

【原則１－７：関連当事者間の取引】

当社は、取締役との間の利益相反取引については会社法の定めを遵守し、取締役会における事前の承認及び事後報告を行います。また、取締
役以外の役員や主要株主等との取引についても同様の手続を要することとしています。

【補充原則２－４（１）：多様性確保についての考え方】

当社グループは、行動規範として、事業活動及び組織運営・人事管理にあたって、国籍、人種、宗教、思想信条、年齢、性別、性的指向、身体条
件等の多様性を尊重する旨を定めており、管理職・中核人材を含むすべての従業員について、ジェンダー、国籍、新卒・中途採用にかかわらず、
当社グループの事業活動に必要な人材を登用するようにしております。

現在の状況としては、当社グループの管理職における女性比率は約15%、外国人比率は約50％、中途採用者比率は約80%となっており、現状にお
いて、中核人材における相応の多様性は確保できているものと考えております。

今後も、当社グループの事業活動に必要な人材について、個人の属性にかかわらず登用し、一層の多様性を推進してまいります。

また、人材育成・社内環境については、当社ホームページに掲載しているアニュアルレポートにおいて開示しております。

https://www.hd.square-enix.com/jpn/ir/library/ar.html

【原則２－６：企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、企業年金を導入しておりません。

【原則３－１：情報開示の充実】

（１）経営理念、経営戦略及び経営計画

　当社は、「企業理念」及び「経営指針」を当社ホームページにおいて開示しています。

https://www.hd.square-enix.com/jpn/company/philosophy.html

　当社の経営戦略及び経営計画について、当社ホームページ、アニュアルレポート、有価証券報告書、定時株主総会の招集ご通知、決算短信及
び決算説明会資料等において随時開示しております。

　また、当社は、上記の経営理念、経営戦略及び経営計画について当社ホームページやアニュアルレポート等で英訳開示も行っております。

（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　本報告書I（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報）「１．基本的な考え方」に記載のとお
りです。当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施することが当社の企業価値を向上させるものと考えており、すべての原則につい
て実施しております。

（３）取締役の報酬

　取締役の報酬決定の方針と手続は、本報告書II（経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体
制の状況）－１（機関構成・組織運営等に係る事項）―【取締役報酬関係】中の「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のと
おりです。

（４）取締役候補指名に関する方針と手続

　当社の取締役候補者の指名基準と決定プロセスについては以下のとおりです。

　＜取締役指名基準＞



　　１．性別・国籍等の個人の属性にかかわらず、以下の基準を満たす人物を候補者とする。

　　　(a)取締役（監査等委員である取締役を除く。）については、豊富な企業経営の経験・知識、メディアエンタテインメント、IT・テクノロジー等にお
いて高い専門性及び見識を有すること。監査等委員である取締役については、財務・会計・法務・リスクマネジメント・経営等専門分野における幅
広い経験・見識を有すること。

　　　(b)当社の企業理念・経営指針の精神を理解・実践し、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上に貢献できること。

　　　(c)取締役相互の牽制・監視機能の強化に資し、取締役会の実効性確保に貢献できること。

　　２．一般株主の利益を取締役会へ直接反映させるため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）については、独立社外取締役を２名以上選
任する。監査等委員である取締役については、全員を独立社外取締役とし、財務・会計に関する適切な知見を有する者が１名以上選任されるよう
に考慮する。ただし、補欠の監査等委員である取締役については、この限りではない。

　　３．社外取締役は、会社法に定める社外取締役の要件及び金融商品取引所が定める独立性基準を満たすものとする。　

　　４．社外取締役の兼職する上場企業の重要な役職については、当社を除き３社までを目安とし、職務を適切に果たすために必要となる時間及
び労力を割くことができること。　　

　　５．社外取締役について、通算任期が最長10年内であることとし、新任・再任にかかわらず、次期取締役就任時点において、目安として年齢が
満75歳以下であること。　　

　

　＜取締役候補者決定プロセス＞

　　１．報酬・指名委員会は、取締役指名基準に基づき、取締役会に上程する候補者を選出する。

　　２．取締役会は、報酬・指名委員会からの上程に基づき、審議し、候補者を決定する。なお、監査等委員である取締役候補者については、監査
等委員会の同意を得るものとする。

　なお、取締役の解任（不再任を含む。）の判断基準は以下のとおりとし、該当した場合、報酬・指名委員会で解任の要否を審議のうえ取締役会に
て決定するものとします。

　　１．法令及び定款に違反する行為又はその恐れのある行為があったこと

　　２．当社グループに多大な損失を生じさせ、業績を著しく悪化させたこと

　　３．取締役指名基準の各要件を欠くことが明らかになったこと

　　４．その他、取締役指名基準に合致しないと認められる事由があること

　

（５）個々の取締役の選任に関する説明

　当社は、定時株主総会の招集ご通知において、取締役候補者の経歴の詳細等、選任に際して重視した事項を個別に開示しております。社外取
締役の選任理由は、本報告書II（経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況）―１（機
関構成・組織運営等に係る事項）の中の【取締役関係】（会社との関係（２））に記載しております。　

【補充原則３－１（３）：サステナビリティへの取り組み】

当社グループは、企業理念として、「最高の『物語』を提供することで、世界中の人々の幸福に貢献する。」を掲げており、上質のコンテンツ、サービ
ス、商品をお届けし、お客様ご自身に素晴らしい物語、すなわち思い出を作っていただくことで、皆様のかけがえのない幸福のお手伝いができれ
ばと願っています。

これを実現するため、具体的な行動規範の一つに「持続的発展を通じた社会への貢献」を定めており、当社グループは、適正な利益を確保しなが
ら、企業体を持続的に成長・発展させることを目指すことにより、商品・サービスの提供、株主還元、雇用、納税等の形で、地域社会及び国際社会
の安定と発展に積極的に貢献してまいります。併せて、事業遂行に際し、エネルギーと資源の節約に努め、地球環境に対する負担を最小限に留
めることを目指します。

＜サステナビリティの取り組み＞

具体的な環境・社会への取り組みについては、当社ホームページに掲載しているアニュアルレポートにおいて開示しております。

https://www.hd.square-enix.com/jpn/ir/library/ar.html

＜気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響について＞

１．気候関連のリスク及び機会に係る組織のガバナンス

　・取締役会は、気候変動関連のリスク及び執行による対策について、代表取締役社長より適宜報告を受け、評価、モニタリングを実施します。

　・代表取締役社長は、当社グループの事業内容に即してリスクを分析し、必要な対策を立案・実行し、取締役会に定期的に報告します。

２．戦略

（リスクと影響）

　・将来の炭素税等導入による事業コストの増加

　・プラスチック利用規制による原材料、生産・調達コストの上昇

　・自然災害・温暖化の進行による事業継続の阻害、被災、従業員の働き方・生活への影響

（機会と影響）

　・再生可能エネルギーへの移行による炭素税の削減

　・デジタル化への更なる移行によるプラスチック等のコスト削減

（当社グループのリスクと機会への対応）

　・当社グループにおいて、温室効果ガス排出抑制のためには、自社使用電力の再生可能エネルギーへの切り替えが効果的かつ実行可能な施
策と認識しております。国内事業所・データセンターに関して順次切り替えを予定しており、他の施設への対応も引き続き検討します。

３．リスク管理

　・代表取締役社長は担当執行役員を定め、当該リスクの関係部門に対して必要な対策を実施させることとします。

　・当社グループが使用する施設における使用電力に係るCO2排出量を算出し、削減目標に基づく進捗管理を実施します。

４．指標と目標

　・国内事業所・データセンター・アミューズメント施設における使用電力によるCO2排出量を定量的な指標とします。事業所・データセンターについ
ては2030年にはほぼゼロを目標とします。アミューズメント施設については2050年には半減を目標とします。

　　2017年3月期　：　34,320（tCO2　概算・暫定値含む。以下同）

　　2018年3月期　：　34,304

　　2019年3月期　：　32,691

　　2020年3月期　：　31,885

　　2021年3月期　：　26,140

　　2022年3月期　：　22,165

＜人的資本及び知的財産への投資に関する取り組み＞



企業理念を実現するため、人材育成を行い、働き方の多様化に対応できる環境を整備しております。具体的な内容については、上記アニュアルレ
ポートに記載しております。また、コンテンツ創造企業である当社グループにおいて、知的財産がその価値の源泉であり、管理・保護のため、法
務・知的財産部門を設置し、自らの知的財産については法律及び契約により適切な保護・確保を図るとともに、第三者の知的財産を尊重する活動
を実施しております。また、当社の知的財産拡充のため、AI、ブロックチェーン、クラウド等、先端テクノロジーへの投資も積極的に行うとともに、社
員による創作・考案に対して、適切なインセンティブを提供しております。

【補充原則４－１（１）：経営陣への委任の範囲】

当社は、取締役会並びに業務執行取締役及び執行役員等の経営陣の権限分配について、当社定款、「取締役会規程」及び「職務権限・業務分掌
規程」に明瞭かつ客観的に規定しております。取締役会は、会社法等の法令により取締役会決議事項とされるもののほか、経営計画、事業計画
及び予算等の「職務権限・業務分掌規程」に定める経営上重要な事項について審議・決定しており、それ以外の業務執行権限については、同規
程に基づき、経営陣へ個別に委譲しております。

【原則４－９：独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、会社法に定める社外取締役の要件及び金融商品取引所が定める独立性基準を満たす者を独立社外取締役としております。

【補充原則４－１０（１）：任意の委員会】

当社は、役員報酬及び取締役候補者の決定に係る客観性と透明性を確保するため、構成員の過半数を独立社外取締役、委員長を独立社外取
締役とする報酬・指名委員会を任意で設置し、取締役会が定めた役員報酬制度の基本方針に基づく取締役（監査等委員である取締役を除く。）の
個別報酬額及びその内容、取締役候補者の指名基準、並びに取締役会に上程する取締役候補等を、同委員会において決定しております。

【補充原則４－１１（１）：取締役会全体のバランスと選任方針・手続】

当社は、取締役会における的確かつ迅速な意思決定と適切な業務執行の監督、取締役相互の牽制・監視を確保するため、取締役会全体として
多様な専門能力、知見が担保されるようにしております。また、一般株主の利益を取締役会へ直接反映させるため、取締役（監査等委員である取
締役を除く。）については２名以上を独立社外取締役とし、監査等委員である取締役については全員を独立社外取締役とすることとしております。

なお、取締役の選任については、【原則３－１：情報開示の充実】「（４）取締役候補指名に関する方針と手続」に記載しております。

また、取締役のスキル・マトリックスを、本報告書の最終ページに記載しております。

【補充原則４－１１（２）：取締役の兼任】

当社は、毎年、定時株主総会の招集ご通知において取締役の兼任状況を記載しております。

【補充原則４－１１（３）：取締役会全体の実効性についての分析評価】

2022年3月期に係る当社の取締役会の運用状況は以下のとおりです。また、取締役に対し、質問票によるアンケートを実施した結果、当社の取締
役会の実効性について肯定的な評価を得ております。これらのことから、当社の取締役会は、実効的に機能しております。

・取締役会を原則として月１回開催し（2022年3月期：16回開催）、必要な事項につき適時に審議・決定を行うとともに、当社グループの事業に係る
報告を受け業務執行の監督を行っている。

・いずれの取締役の出席率も高く（9名中8名が100%、1名が92.3%）、また取締役会においては、十分な審議時間を確保して活発な議論を行ってい
る。

・取締役会における審議の結果、議案修正・再検討が決議されることもあり、取締役会による業務執行に対する規律が機能している。

当社は、取締役会構成員の意見を適時に徴しつつ、取締役会の実効性向上に努めております。

【補充原則４－１４（２）：取締役に対するトレーニングの方針】

当社は、当社の費用負担において、取締役に対し、職務遂行上必要となる法令知識の習得や当社グループの事業・組織体制を理解する機会や
研修の機会を提供するため、以下のような施策を講じております。

　・新任取締役に対する各部門の責任者からの事業・業務内容の説明。

　・社外取締役と経営陣幹部との個別面談等の交流の実施。

　・アナリスト・レポート等の当社事業に関する客観情報の随時提供。

　・業界団体の開催する展示会・カンファレンス等への参加機会の提供。

　・重要な法改正等についての顧問弁護士による解説。

【原則５－１：株主との建設的な対話に関する方針】

当社における株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針は、以下のとおりです。

　・代表取締役社長の統括のもと、財務戦略部門が株主との対話及びIRの担当部門として、経営陣、経営企画部門、経理部門、法務部門、事業
部門等関連部門と連携しながら、株主・投資家との対話を推進しております。

　・各四半期決算発表直後の決算説明会、機関投資家やアナリストとの個別面談・スモールミーティング等を通じて、資本市場との建設的な対話
に努めております。

　・海外機関投資家向けには、IR面談やスモールミーティングの実施に加え、例年、海外ロードショーを年3回実施することとしております。

　・アニュアルレポートの発行、ホームページにおける情報開示等、株主・投資家への情報提供に注力しております。

　・株主との対話から寄せられた意見や要望については、社長及び取締役会へのフィードバックを行い、経営判断の参考にするとともに、今後の対
話に反映するよう努めております。

　・社内に最重要機密情報管理委員会及び情報取扱責任者を設けてインサイダー情報を厳格に管理しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

福嶋　康博 23,626,020 19.75

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 17,857,400 14.93



株式会社福嶋企画 6,763,695 5.65

JP MORGAN CHASE BANK 380752 6,448,300 5.39

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,735,000 4.79

JP MORGAN CHASE BANK 380815 5,361,700 4.48

THE BANK OF NEW YORK MELLON (INTERNATIONAL) LIMITED 131800 2,511,300 2.09

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 1,412,900 1.18

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 1,316,066 1.10

福嶋　美知子 1,243,431 1.03

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・2022年1月20日付で、インベスコ・アセット・マネジメント株式会社から関東財務局長宛に大量保有報告書（変更報告書）が提出されております。

・2021年11月5日付で、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社から関東財務局長宛に大量保有報告書が提出されております。

・2020年12月28日付で、アヤル・ファースト・インベストメント・カンパニーから関東財務局長宛に大量保有報告書（変更報告書）が提出されておりま
す。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 16 名



定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 13 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 9 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

9 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

山村　幸広 他の会社の出身者

西浦　裕二 他の会社の出身者

小川　正人 他の会社の出身者

岡本　美津子 学者

Abdullah Aldawood 他の会社の出身者

髙野　直人 他の会社の出身者 △

岩本　信之 他の会社の出身者 △

豊島　忠夫 公認会計士

進士　肇 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山村　幸広 　 ○ ―――

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し
ており、社外取締役として、取締役の職務執行
に対する監督・牽制機能の見地から、その職務
を適切に遂行できるものと期待するためです。
また一般株主と利益相反を生じるおそれのな
い方であるため独立役員に指定しております。

西浦　裕二 　 ○ ―――

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し
ており、社外取締役として、取締役の職務執行
に対する監督・牽制機能の見地から、その職務
を適切に遂行できるものと期待するためです。
また一般株主と利益相反を生じるおそれのな
い方であるため独立役員に指定しております。



小川　正人 　 ○ ―――

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し
ており、社外取締役として、取締役の職務執行
に対する監督・牽制機能の見地から、その職務
を適切に遂行できるものと期待するためです。
また一般株主と利益相反を生じるおそれのな
い方であるため独立役員に指定しております。

岡本　美津子 　 ○ ―――

アニメーションを含むコンテンツ分野における豊
富な実務経験と幅広い学識・見識を有してお
り、社外取締役として、当社グループ事業全般
に関する提言を期待するとともに、取締役の職
務執行に対する監督・牽制機能の見地から、そ
の職務を適切に遂行できるものと期待するため
です。また一般株主と利益相反を生じるおそれ
のない方であるため独立役員に指定しておりま
す。

Abdullah Aldawood 　 ○ ―――

サウジアラビア王国におけるエンタテインメント
分野の発展のための国家的責任者としての実
績、国際的金融機関における豊富な経験及
び、グローバル経営における豊富な経験と幅
広い見識を有しており、社外取締役として、当
社グループ事業全般に関する提言を期待する
とともに、取締役の職務執行に対する監督・牽
制機能の見地から、その職務を適切に遂行で
きるものと期待するためです。また一般株主と
利益相反を生じるおそれのない方であるため
独立役員に指定しております。

髙野　直人 　 ○

過去に当社の取引先である株式会社み
ずほコーポレート銀行（現・株式会社みず
ほ銀行）の執行役員を務めておりました
が、2005年３月に同行を退職しておりま
す。また、同行と当社の取引額は、過去３
事業年度で当社及び同行それぞれの連
結売上高（又は連結経常収益）の１％未
満かつ10百万円未満と僅少であります。

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し
ており、社外取締役として、取締役の職務執行
に対する監督・牽制機能の見地から、その職務
を適切に遂行できるものと期待するためです。
また一般株主と利益相反を生じるおそれのな
い方であるため独立役員に指定しております。

岩本　信之 ○ ○

過去に当社の取引先である大和証券株
式会社の代表取締役副社長を務めており
ましたが、2016年３月に同社を退職してお
ります。また、同社と当社の取引額は、過
去３事業年度で当社及び同社それぞれの
連結売上高（又は連結営業収益）の１％
未満かつ10百万円未満と僅少でありま
す。

経営者としての財務・会計を含む豊富な経験と
幅広い見識を有しており、監査等委員である社
外取締役として、取締役の職務執行に対する
監視・監査の観点から、その職務を適切に遂行
できるものと期待するためです。また一般株主
と利益相反を生じるおそれのない方であるため
独立役員に指定しております。

豊島　忠夫 ○ ○ ―――

公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関
する知見を有しており、監査等委員である社外
取締役として、取締役の職務執行に対する監
視・監査機能の見地から、その職務を適切に遂
行できるものと期待するためです。また一般株
主と利益相反を生じるおそれのない方であるた
め独立役員に指定しております。

進士　肇 ○ ○ ―――

弁護士の資格を有するとともに、法律分野に関
する公職を歴任するなど豊富な実務経験と幅
広い見識を有しており、監査等委員である社外
取締役として、取締役の職務執行に対する監
視・監査機能の見地から、その職務を適切に遂
行できるものと期待するためです。また一般株
主と利益相反を生じるおそれのない方であるた
め独立役員に指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役



監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

当社は、内部監査部門に所属する者を監査等委員会の職務を補助すべき使用人としております。当該使用人の業務執行取締役からの独立性を
確保する為、監査等委員会の職務を補助するに際しては、内部監査部門に所属する者は監査等委員会の指揮命令のみに従うものとし、内部監
査部門の長の任命・異動・懲戒等の人事権に関する事項の決定については、監査等委員会の同意を要するものとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会と会計監査人の連携状況

各四半期及び本決算時の年4回、報告及び意見交換を行う他、適宜、意見交換の場を設定し、その内容を監査業務に反映しております。

監査等委員会及び会計監査人と内部監査部門の連携状況

内部監査部門は、監査等委員会及び会計監査人と相互に情報を共有しながら、重要性とリスクを考慮し、グループ会社を含んだ社内管理体制及
び業務プロセスを定期的にチェック、検討・評価（内部評価）を行っております。

また、内部監査部門は監査等委員会に対し定期的に業務監査内容についての報告を行うとともに、常時、意見交換を行い、その内容を監査業務
に反映しております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

報酬・指名委員会 5 0 1 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬・指名委員会 5 0 1 4 0 0
社外取
締役

補足説明

当社は、役員報酬及び取締役候補者の決定に係る客観性と透明性を確保するため、構成員の過半数を独立社外取締役、委員長を独立社外取
締役とする報酬・指名委員会を任意で設置し、取締役会が定めた役員報酬制度の基本方針に基づく取締役（監査等委員である取締役を除く。）の
個別報酬額及びその内容、取締役候補者の指名基準、並びに取締役会に上程する取締役候補等を、同委員会において決定しております。

なお、報酬・指名委員会の構成員は取締役会にて以下のとおり選任されており、同委員会は必要に応じて都度開催されております。

・委員長　：　小川　正人（社外取締役）

・委　員　 ：　松田　洋祐（代表取締役社長）

・委　員　 ：　山村　幸広（社外取締役）

・委　員　 ：　西浦　裕二（社外取締役）

・委　員　 ：　岩本 信之（社外取締役（常勤監査等委員））

【独立役員関係】

独立役員の人数 9 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外取締役を全員独立役員に指定しております。



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

詳細は、本報告書II（経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況）―１（機関構成・組織
運営等に係る事項）の中の【取締役報酬関係】に記載しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

2022年5月31日現在の新株予約権の付与人数と付与個数は、以下のとおりです。

・株式報酬型ストックオプション（新株予約権）　：　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名に対して1,452個（145,200株）

・ストックオプション（新株予約権）　：　当社従業員並びに子会社の取締役及び従業員27名に対して4,072個（407,200株）

なお、2021年6月25日開催の第41回定時株主総会の決議を経て、株式報酬型ストックオプション（新株予約権）の報酬枠は廃止されたため、同日
以降、株式報酬型ストックオプション（新株予約権）の発行は行わないこととなります （既に付与済みの株式報酬型ストックオプション（新株予約権）

は有効に残存します。）。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

2022年３月期における当社の取締役の報酬等は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報酬等の総額　　固定報酬　　業績連動報酬　　譲渡制限付株式報酬

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名　　　　 　　506百万円　　　151百万円　　　243百万円　　　　　 111百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち社外取締役４名）　　　　　 （59百万円）　 　（48百万円）　　　　（－）　　　　　 　 （11百万円）

・監査等である取締役　　　　　　　　 　　　　　 ３名　　　　　 　 48百万円　　 　 48百万円　　　　 　－　　　　 　　 　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち社外取締役３名）　　 　 　 （48百万円）　 　（48百万円）　　 　 （－）　　　　　　　 　（－）

　

　なお、連結報酬等の総額が100百万円以上である役員は、代表取締役社長松田洋祐であり、その総額は443百万円（固定報酬100百万円、業績
連動報酬243百万円、譲渡制限付株式報酬99百万円）です。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の役員報酬制度の基本方針と決定プロセスは、以下のとおりとします。

当社は、役員報酬制度の客観性と透明性を確保するため、構成員の過半数を独立社外取締役、委員長を独立社外取締役とする報酬・指名委員
会を任意で設置し、役員報酬制度の基本方針は、同委員会に諮問したうえ取締役会において決定し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）
の個別報酬額及びその内容は、取締役会の委任に基づき役員報酬制度の基本方針に従い同委員会において決定する。

＜役員報酬制度の基本方針＞

１．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等

・業務執行取締役の報酬等は、固定報酬（金銭）、業績連動報酬（金銭）及び譲渡制限付株式報酬から構成し、その割合は、代表取締役社長につ
いては、概ね１０：９（基準報酬額であり、業績により変動）：１０、その他の業務執行取締役については、業績・担当業務における成果等により個別
に設定する。なお、子会社の取締役等を兼務する者は、当該子会社から報酬等受け取る場合がある。

・非業務執行取締役及び社外取締役の報酬等は、固定報酬（金銭）及び譲渡制限付株式報酬から構成し、その割合は、概ね４：１とする。



・固定報酬（金銭）に関しては、職責、過去の支給実績、これまでの会社業績、優秀な人材確保への配慮、外部専門機関による調査、適切な比較
対象となる他社の報酬水準の動向、経済情勢等を総合的に勘案し決定し、毎月支給する。

・業績連動報酬（金銭）に関して、代表取締役社長については、規模と収益性のバランスの取れた成長を目指すため、連結売上高及び連結営業
利益を指標としてその額を算定し、具体的には、報酬・指名委員会で定めた基準額からの増減度合いに応じて予め定めた倍率（ただし、最大400
％から最低０％まで）を基準報酬額（90百万円）に乗じて算定し、それに対して、報酬・指名委員会で定めた競合企業群における相対的な成長度
合いに応じて予め定めた係数（ただし、最大1.5から最低0.5まで）を乗じて決定する。なお、支給時期は、年１回、各事業年度の業績確定後とする。

・譲渡制限付株式報酬に関しては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対し、持続的成長の実現と企業価値の向上に取り組む長期的イ
ンセンティブを付与すること及び株主との一層の価値共有を進めることを目的とし、株価の下落局面においても株価向上へのインセンティブを与え
続けることができることや取締役に対する退職慰労金を廃止して株式報酬に振り替えた経緯から、これに沿った内容のものを採用している。その
報酬額は、金銭報酬とのバランスを考慮し、都度、報酬・指名委員会において決定する。なお、付与時期は、年１回、第２四半期中とする。

２．監査等委員である取締役の報酬等

・監査等委員である取締役の報酬等は、監査等委員である取締役の経営に対する独立性に鑑み、固定報酬（金銭）のみとする。

・固定報酬（金銭）に関しては、職責、過去の支給実績、優秀な人材確保への配慮、外部専門機関による調査、適切な比較対象となる他社の報酬
水準の動向、経済情勢等を総合的に勘案し決定し、毎月支給する。

＜取締役報酬の決定プロセス＞

１．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個別報酬額及びその内容は、取締役会が決定した基本方針に基づき、報酬・指名委員会におい
て決定する。

２．監査等委員である取締役の個別報酬額及びその内容は、取締役会が決定した基本方針を参照しつつ、監査等委員である取締役の協議によ
り決定する。

３．個別の報酬額及びその内容に関しては、株主総会で承認された報酬枠内において、毎年の業績、各取締役の職責・業績への貢献度、過去の
支給実績、優秀な人材確保への配慮、外部専門機関による調査、適切な比較対象となる他社の報酬水準の動向、経済情勢等を総合的に勘案し
決定する。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対しては、代表取締役社長より、会社の重要事項を適宜報告し、意見交換を行っております。また、経営陣幹部との情報交換・意見
交換の機会を適宜設けております。また、適時、業務担当者より直接、報告し、意見交換を行っております。

さらに、監査等委員である社外取締役に対しては、常勤監査等委員より、会社の重要事項を適宜報告し、意見交換を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）当社は、企業統治の一層の充実を図ることを目的に、2018年６月22日より、監査等委員会設置会社に移行し、社外取締役のみで構成する監
査等委員会を設置することにより、経営に対する監査・監督機能の強化を図っております。

　さらに、経営と執行の分離を明確にするため、取締役会は社外取締役を中心とした構成としてモニタリング機能を強化する一方、重要な業務執
行の決定につき取締役会から取締役に委任できるよう定款に規定したうえで、業務執行権限を代表取締役に集約し、業務執行の効率化・迅速

化を図る体制を整備しております。

　当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名（うち社外取締役6名）及び監査等委員である取締役３名（全員社外取締役、うち常勤１
名）が在任しており、社外取締役全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定しております。

　取締役会は、原則として月１回開催し、各取締役による検討・意見交換などにより相互牽制機能を十分に高めつつ、活性化が図られております。
なお、2022年3月期は取締役会を16回開催し、個々の取締役の出席状況は以下のとおりです。

・松田　洋祐（代表取締役社長）　　　　　　　　　　　100.0%（16回／16回）

・山村　幸広（社外取締役）　　　　　　　　　　　　 　 100.0%（16回／16回）

・西浦　裕二（社外取締役）　　　　　　　　　　　　　　100.0%（16回／16回）

・小川　正人（社外取締役）　　　　　　　　　　　　　　100.0%（16回／16回）

・岡本　美津子（社外取締役）　　　　　　　　　　　　 100.0%（16回／16回）

・Abdullah Aldawood（社外取締役）　　　　　　　 　　92.3%（12回／13回）

・小林　諒一（社外取締役（常勤監査等委員））　　100.0%（16回／16回）

・豊島 忠夫（社外取締役（監査等委員））　　　　 　100.0%（16回／16回）

・進士　　 肇（社外取締役（監査等委員）） 　　 　　100.0%（16回／16回）

（２）監査等委員会は、原則として月１回開催し、監査等委員会監査等基準に準拠し、内部統制システムの構築・運用状況等を踏まえたうえで、内
部統制部門と連携しつつ、取締役の職務執行の適法性や妥当性に関する監査を行っております。なお、監査等委員の中には財務及び会計に関
する相当程度の知見を有する者がおります。また、常勤監査等委員は、報酬・指名委員会、内部統制委員会、情報システム運営委員会等の取締
役会以外の重要な会議に出席するほか、重要な会議の議事録、契約書、稟議書及び会計情報等を閲覧することによって得られた情報を他の監
査等委員と共有しております。

なお、2022年3月期は監査等委員会を21回開催し、個々の監査等委員の出席状況は以下のとおりです。

・小林　諒一（常勤監査等委員） 100.0%（21回／21回）

・豊島 忠夫（監査等委員） 　　　 100.0%（21回／21回）

・進士　　肇（監査等委員） 　　 　100.0%（21回／21回）

当社は、会計監査人にEY新日本有限責任監査法人を起用しており、継続監査期間は16年間です。業務を執行した公認会計士は、以下のとおり
です。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員 業務執行社員：原科博文（（継続監査年数1年）、中村美由樹（継続監査年数3年）



・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士17名、その他44名

監査等委員会と監査法人との相互連携については、各四半期及び本決算時の年４回、報告及び意見交換を行うほか、適宜、意見交換の場を設
定し、その内容を監査業務に反映しております。

なお、これらの監査については、取締役会及び内部統制委員会に対して適宜報告を行っております。

当社の社外取締役は9名であり、当社と各社外取締役との間に特別の利害関係はありません。

社外取締役と、内部監査部門及び監査法人との相互連携については、取締役会、監査等委員会及び内部統制委員会等において適宜報告及び
意見交換がなされております。

（３）当社は、役員報酬及び取締役候補者の決定に係る客観性と透明性を確保するため、構成員の過半数を独立社外取締役、委員長を独立社外
取締役とする報酬・指名委員会を任意で設置し、取締役会が定めた役員報酬制度の基本方針に基づく取締役（監査等委員である取締役を除く。）
の個別報酬額及びその内容、取締役候補者の指名基準、並びに取締役会に上程する取締役候補等を、当該委員会において決定しております。

（４）当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各氏とも10百万円又は法令が定める額のいずれか高い額としております。

（５）当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を負うこと
又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することとしております（ただし、故意又は
重過失に起因して生じた当該損害は除く。) 。当該保険契約の被保険者は、当社及び子会社における取締役及び従業員等であります。なお、保険

料は全額当社が負担しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、企業統治の一層の充実を図ることを目的に、2018年６月22日より、監査等委員会設置会社に移行し、社外取締役のみで構成する監査
等委員会を設置することにより、経営に対する監査・監督機能の強化を図っております。

　さらに、経営と執行の分離を明確にするため、取締役会は社外取締役を中心とした構成としてモニタリング機能を強化する一方、重要な業務執
行の決定につき取締役会から取締役に委任できるよう定款に規定し、業務執行の効率化・迅速化を図る体制を整備しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
投資家のニーズに対応し、法定スケジュール（2週間前までに発送）よりも前倒しで発送し
ております（2022年度は3週間前）。

集中日を回避した株主総会の設定
法定要件を満たしたうえで、可及的速やかに株主総会の目的事項を決定し、日程調整を
行うことにより、集中日よりも前に株主総会を開催することとしております。

電磁的方法による議決権の行使
インターネットを通じた議決権行使を受け付けております。

また「議決権電子行使プラットフォーム」にも参加しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

「議決権電子行使プラットフォーム」に参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知、株主総会参考書類及び事業報告並びに計算書類のうち重要な部分を抄訳し、
当社ホームページに掲載しております。

その他
取締役会での株主総会招集の決議後速やかに、招集通知の発送に先立って、当社ホー
ムページに招集通知を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ホームページに情報公開方針を公開しております。



個人投資家向けに定期的説明会を開催

例年、定時株主総会の終了後、個人投資家の皆さまとの対話を目的としたＩＲ
カンファレンスを開催することとしております。

代表取締役社長及び子会社取締役より説明を行うこととしております。
あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期決算発表直後に決算説明会を開催することとしております。

説明は、代表取締役社長及び最高戦略責任者又は最高会計責任者が行うこ
ととしております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
例年、年3回海外ロードショーを実施することとしております。

説明は、代表取締役社長及び最高戦略責任者より行うこととしております。
あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、決算説明会資料（代表取締役社長の説明内容も掲載）、有価証券
報告書、アニュアルレポート、株主総会招集通知、株主総会概要（質疑内容
等）、議決権行使結果などを掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 財務戦略部門にて担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「行動規範」、「ＩＲポリシー」及び「情報公開方針」を策定し、当社ホームページに掲載して
おります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社はESG（環境保護・社会的責任・企業統治）への取り組みを通じて社会に貢献し、企業
価値の向上と持続的成長の実現を目指しています。

環境保護への取り組みとして、当社は、パッケージゲームのダウンロード販売を促進するこ
とにより、パッケージ商品の物流に伴う排出ガスの削減、マニュアルやゲームパッケージの
電子化による資源の節約などに取り組んでおります。さらに、パッケージ商品においても、
リサイクル可能な素材を使用するなど、環境への負荷を最小限に留める事業活動に努め
ております。

社会的責任への取り組みとして、当社は、お客様が安心して遊べるように、国内外で販売
される家庭用ゲームソフトについて、各販売国・地域のレーティング制度を遵守していま
す。日本でのレーティング制度は、特定非営利活動法人コンピュータエンターテインメント
レーティング機構（略称CERO）が実施し、ゲームの表現内容に基づいて対象年齢を表示し
ております。また、当社は、当社が加盟する業界団体である一般社団法人コンピュータエン
ターテインメント協会（略称CESA）が制定した「ネットワークゲームにおけるランダム型アイ
テム提供方式運営ガイドライン」を遵守し、有料ガチャ（金銭もしくは金銭で購入できる仮想
通貨を直接の対価として行うことができるランダム型アイテム提供方式）で提供されるアイ
テムについて、全てのアイテムとそれらの提供割合を表示することによって、お客様の購入
判断に役立てていだだいております。このように、当社は法令や業界ガイドラインを遵守し
て、お客様により安心・安全なゲームプレイ環境とサービスを提供しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「ＩＲポリシー」及び「情報公開方針」を策定し、当社ホームページに掲載しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

取締役会において、決議した以下の「内部統制システム構築に関する基本方針」を維持・推進することで、監査・監督機能の徹底を図り、業務執行
が法令及び定款に適合することを確保しております。

「内部統制システム構築に関する基本方針」

１．当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)当社は、当社及び当社子会社（以下「子会社」といい、当社と併せて「当社グループ」という。）の企業理念を実現するため、法令、定款、社会規
範、企業倫理等の遵守に関する基本方針として「行動規範」を策定し、当社グループの役員及び使用人に周知徹底する。

(2)当社及び主要な子会社は、法令遵守及びリスク管理の取り組みを統括する内部統制委員会を設置する。当社の内部統制委員会は、当社グ
ループにおける法令遵守及びリスク管理を横断的に統括する。

(3)当社及び主要な子会社は、業務執行部門から独立した内部監査部門を設置し、法務部門等と連携して内部監査を実施する。

(4)当社及び主要な子会社は、内部通報制度を整備し、不正行為等の早期発見、通報及び未然防止を図る。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)当社は、「文書管理規程」、「営業秘密管理規程」及び「情報システム基本規程」を制定し、取締役会等の議事録、稟議書その他職務の執行に
係る文書（電磁的記録を含む。）の適切な保存及び管理を図る。

(2)取締役は、必要に応じてこれらの情報を閲覧することができる。



３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社は、「危機管理規程」を制定し、当社グループにおける危機発生の予防に重点を置いたリスク管理の徹底を図るとともに、万一危機事態が
発生した場合における情報の伝達方法及び危機事態に対処する推進体制を明確化する。

(2)当社の内部監査部門は、当社及び主要な子会社におけるリスク管理の実施状況を監査し、監査結果を当社の内部統制委員会に報告する。

４．当社の取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 当社は、経営と執行の分離を明確にするため、「職務権限・業務分掌規程」に定める基準のもと、業務執行を代表取締役に集約する。これによ

り、適正な経営判断と効率的な業務執行の両立を図る。

(2)当社の取締役会は、当社の経営及び子会社に対する管理監督機能に専念することとし、子会社の経営効率化・迅速化の観点から、子会社の
取締役に対し、その業務執行の意思決定に係る権限を一定範囲で委譲する。委譲する意思決定権限は、「職務権限・業務分掌規程」において明
確に定める。

(3)当社は、情報システム全般を統制する情報システム運営委員会を設置する。また、当社グループにおける情報システムの管理及び運営方法を
明確に定めた「情報システム基本規程」を制定し、情報システムを活用した職務執行の効率化を図る。

５．当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の当社及び当社子会社から成る企業集団における業
務の適正を確保するための体制

(1)当社は、「関係会社管理規程」を制定し、子会社に対し、当該会社の当社グループにおける重要性及び会社規模に応じた適正な管理・監督を
行う。

(2)当社は、当該規程に基づき、子会社の経営状況その他の重要な情報について報告を求めるとともに、主要な子会社にあっては、月次及び随時
の報告会を開催するなどの方法により、子会社の経営状況を適時把握し、必要な措置を適時的確に行うことを可能とする。

６．当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

当社は、内部監査部門に所属する者を監査等委員会の職務を補助すべき使用人とする。

７．前号の使用人の当社の監査等委員でない取締役からの独立性及び当社の監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項

(1)監査等委員会の職務を補助するに際しては、内部監査部門に所属する者は、監査等委員会の指揮命令のみに従う。

(2)内部監査部門の長の任命・異動・懲戒等の人事権に関する事項の決定については、監査等委員会の同意を要する。

８．当社の監査等委員会への報告に関する体制

(1)当社グループの役員及び使用人は、監査等委員会から業務の執行状況について報告を求められた場合、遅滞なく監査等委員会に報告する。
また、当社グループに著しい損害を及ぼした事実又は及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちに監査等委員会に報告する。

(2)当社の内部監査部門は、当社及び主要な子会社における監査結果について適時、監査等委員会に報告する。

(3)当社は、常勤監査等委員、内部監査部門又は外部の法律事務所のいずれかを通報窓口とする内部通報制度を整備し、当社グループの役員
及び使用人から直接常勤監査等委員へ通報する機会を確保する。内部通報の内容は、適時に監査等委員会に報告される。

(4)当社は、上記内部通報を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として、不利益な取り扱いを行わない。

９．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)当社は、常勤監査等委員が、取締役会のほか、重要な会議へ出席することを通じて、取締役及び使用人と定期的に意見交換を行う機会を確保
する。

(2)当社は、監査等委員が、重要な会議の議事録、契約書、稟議書及び会計情報等を随時閲覧できる体制を整備する。

(3)当社は、監査等委員が、監査等委員会の職務の執行に関し、費用の前払、償還等、当社へ負担の請求をしたときは、当該監査等委員の職務
の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用又は債務を負担する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力に対しては、従来から対応部門を定めて組織的に、毅然とした態度で対処し、一切の関係を排除することとしております。

その主体性を担保するため、取引先との契約書には、反社会的勢力との関係がないことを、誓約する条項を設けております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

現在の適時開示に関する社内体制の状況については、以下のとおりです。

■当社は、投資家の皆さまに対し有用な情報をお届けするために、適時・適正な情報開示を行うことを基本方針としております。具体的には、金融
商品取引法及び東京証券取引所の定める「適時開示規則」に従って、投資判断に重要な影響を与える情報については適時開示を行い、それ以外
の情報についても、当社を理解していただく上で有用と判断されるものについては、積極的に開示を行っております。

■当社は、当社グループの業績や将来性に対して理解を得るため、社長自らが情報を発信し、適時・適正な情報開示を積極的に行っております。

具体的には、各四半期決算発表直後に開催する決算説明会、国内外ＩＲロードショー、個人投資家の皆さまとの対話の場であるＩＲカンファレンス
等において、社長自らがスピーカーとなり、積極的な情報発信を行っております。



■適時開示に関係する主な部署としては，決算、予算統制、資金管理等に関する業務を行う経理財務部門、重要会議の事務局事務、規程管理、
株式事務等に関する業務を行う法務部門、経営計画策定、予算編成、重要会議の事務局事務、関係会社管理等に関する業務を行う経営企画部
門、及び投資企画・管理、資本政策、IR・SR等に関する業務を行う財務戦略部門があります。

開示資料の作成・公表については内部監査部門の監査の対象となっており、その適法性・適正性について定期的にチェックが行われております。

■有価証券報告書及び会社法計算書類は経理財務部門、東京証券取引所に対する開示資料は財務戦略部門が各々作成・提出の責任部署と
なっております。担当各部署で作成・チェックされた原稿を上記責任部署が収集し、開示資料としてとりまとめ、提出いたします。

作成された資料原稿は、各部署によって重複チェックされた後、取締役会に付議されます。決算数値は取締役会の承認を経て、その後直ちに情
報取扱責任者である経理財務部門責任者の指示で適時開示されます。

■決定事実及び発生事実の適時開示については、経理財務部門の協力のもとに、財務戦略部門がこれを行っております。

決定事実は、「職務権限・業務分掌規程」に定める決裁権限に従って、所定の意思決定機関又は決裁権者によってその決議又は決裁が行われま
す。

これらの過程で把握された決定事実は、財務戦略部門責任者が経営企画部門責任者及び情報取扱責任者である経理財務部門責任者と協議の
うえ、東京証券取引所の定める「適時開示規則」に基づき、適時開示の要否と方法について検討を行います。

検討の結果、適時開示の必要を認めた場合、財務戦略部門責任者は関係各部署に開示資料作成の指示を行います。

作成された開示資料は、重複的なチェックを経て完成し、財務戦略部門責任者の指示によって適時開示されます。

また、社内の各部門において重要な発生事実が把握された場合、当該発生事実を把握した部門の部門長より、直ちに社長及び財務戦略部門責
任者に状況が報告され、財務戦略部門責任者が社長、経営企画部門責任者及び情報取扱責任者である経理財務部門責任者との協議の上、東
京証券取引所の定める「適時開示規則」に基づき、適時開示の要否と方法について検討を行います。

今後、事業の規模・領域の急速な拡大により、決定事実・発生事実とも多様化することが予想されるため、意思決定過程及びチェック体制の見直
しを継続的に行い、適正な適時開示が維持されるよう努めてまいります。




